
気自動車等の導入に係る費用負担軽減が必要で 係る費用負担軽減については、国・県等の動向を見ながら、効

ある。また、地球温暖化対策に資する行動が重要であり、市民 果的な補助制度を運用していく。また、クールチョイスの推進

・事業者の意識啓発が求められている。 等による地球温暖化に関する意識啓発や、地球温暖化対策地域

　市の事務事業における温室効果ガス排出量の削減について、 協議会による啓発活動に取り組む。

率先して進めていく必要がある。 　市の事務事業においても省エネが確実に推進されるよう、各

所属に引き続き働きかけていくとともに、施設の再編等による

再エネ・省エネ設備の導入について関係部署と連携し検討する

。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 4年 6月30日 作成部局名 環境経済部 担当部局名 水安全部

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

環境課

06
都市環境と自然環境が調和したまち

下水道施設課

総務課

27
生活環境の保全

河川課

環境に配慮した取り組みを推進することで、快適な生活環境の保全を図ります。

リサイクル推進事業

環境企画調整事業

常時監視測定事業

環境質調査事業

温暖化対策推進事業

温室効果ガス排出量の削減 温室効果ガス排出量の削減率
％ 17 8 11

率 (平成25年度（2013年度）比 )

一般廃棄物のリサイクル率 排出された一般廃棄物のリサイクル率
％ 23.5 18.1 19.7

(ごみ処理基本計画 )

河川の水質の環境基準達成 水質状態を示すBODの環境基準達成率
％ 50以上 50 55.5

率 (BOD（生物化学的酸素要求量） )

　大気、水質等の環境は、事業者の基準順守などにより、基準 　常時、定点で調査している項目について、県、県内他市の動

値を下回る調査結果が続いている。 向を見極め、適切な体制を構築するとともに、特定外来生物の

　一方で、特定外来生物の防除は、通報、捕獲件数の急騰に備 防除に係るリソースの確保に努める。

えて体制を整備する必要がある。 　循環型社会の推進のため、家庭から出る生ごみと花苗を交換

　循環型社会の推進のため、３Ｒの取り組みを進める必要があ し、生ごみから作成した堆肥により作物を栽培する取り組みを

る。 進める。

　温暖化対策を推進するために、市民及び事業者に対する環境 　市民・事業者の環境配慮型システムや電気自動車等の導入に

配慮型設備や電



て温室効果ガス削減に資する事業を積極的に展開
するとともに、３Ｒを推進するための効果的な手法を検討する必要があると考える。

01 リサイクル推進事業　（環境課）

リサイクル推進事業

義
務

293,039 ごみの減量とリサイクルの推進のた

294,315 め、継続して実施する。

－ － １ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ 義01 01 04 02 02 01 01 294,315

資源物、プラスチック容器や 262,267

雑紙などを回収し、再生利用 3,047

02 環境企画調整事業　（環境課）

環境企画調整事業

任
意

1,678 計画的な環境事業の進行管理や社会

2,531 情勢に応じた事業の見直しを図るこ

－ － ２ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ01 01 04 03 01 02 01 10,531 とが、生活環境保全につながること

環境基本計画等の進行管理や 10,527 から、重点的に事業を実施する。

見直しを行い、計画的な環境 19,941

03 常時監視測定事業　（環境課）

常時監視測定事業

任
意

14,217 適正な調査、監視体制の構築に向け

12,256 て検討を行う。

－ － ６ ○ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ01 01 04 03 01 03 01 12,256

測定局において大気や騒音を 12,256

測定し、その結果を市民等に 1,039

04 環境質調査事業　（環境課）

戸田

環境質

市

調査事業

義
務

11,6

施

72 事業内の任意であ

策

る調査について検

16

評

,623 討を行う。

－

価

－ １ ○ Ａ Ｂ Ｃ Ａ 義01

シ

01 04 03 01 04

ー

01 16,623

騒音

ト

規制法による自動車騒

作

音 16,346

測定、

成

振動規制法による道路

日

7,963

0

令

5 温暖化対策推進事業

和

　（環境課）

 4年

温暖化対策

 

推進事業

任
意

14,8

6

55 補助制度の実施や

月

拡充により、施策

20

3

,123 指標の温室効

0

果ガス排出量の削減に

日

○ ○ ２ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ0

作

1 01 04 03 01 0

成

5 01 23,123 寄

部

与するものであるため

局

、重点的に

市民や事業

名

者との協働により 21

環

,553 事業を実施す

境

る。

温室効果ガスの排

経

出量削減を 10,45

済

5

部 担当部局名 水安全部

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０４年度（事業費総額） 令和０５年度 令和０６年度 令和０７年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０４年度（人件費総額） 令和０５年度 令和０６年度 令和０７年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

【企画財政部コメント】

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R3決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R4予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
5

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

　コロナ過における事業系ごみの減少や家庭からの段ボールが増加した影響もあり、リサイ
クル率は令和２年度と比較し向上しているが、引き続き３Ｒの推進を図る必要がある。
　温室効果ガス排出量の削減率は、最新値の2019年度値において11％削減となり、当初値と
比較し向上している。今後も効果的な施策の推進により、削減率を更に向上させる必要があ

Ｂ
る。

345,848 ↑ 356,848 ↓ 348,848 → 348,848
　ゼロカーボンシティ宣言を表明するために、実効性のある事業の構築を丁寧に行い、温室効果ガス排出量削減目標の見直し業務を早期に
実施する必要がある。

35,520 ↑ 42,444 → 42,444 → 42,444
　温室効果ガス排出量削減目標の見直し業務と目標達成に向け、市民・事業者への意識啓発や支援に加え、公共施設への環境配慮設備の設
置などを進捗管理する職員を配置する必要がある。

今後、本施策の目的である「環境に配慮した取組の推進による快適な生活環境の保全」に向け、指標を達成するため、環境問題という世界
レベルの課題に対して、国や県をはじめ、関係機関との役割分担を意識した上で、市とし



済部 担当部局名 水安全部

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R3決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R4予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
5

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

03 河川維持管理費　（河川課）

（再掲）河川維持管理費

任
意

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 08 03 01 03 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

市が管理する河川・水路・排 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

水施設等については、各施設 ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

R3決算額 R4計画額 R5予算額
計（千円） 事業費 335,461 345,848 356,848

うち一般財源 310,561 311,953 322,949

事業の方向性： １現状で継続　 ２拡大して継続 ３縮小して継続　　　４他事業と統合　　　５休止　　　６その他見直

戸

し

７令和5年度で終了

田

８令和4年度で終了 ９

市

令和3年度で終了

施策評価シート

作成日 令和 4年 6月30日 作成部局名 環境経



済部 担当部局名 水安全部

５．事務事業の検討 【特別会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R3決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R4予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
5

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

03 下水道水質分析事業　（下水道施設課）

水質保全事業

義
務

9,119 R4年度から管渠維持管理事業へ統合

0 する。

－ － ９ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 終01 03 01 01 02 03 01 0

　特定事業場等の水質検査を 0

行い下水排除基準を超えた場 0

01 水洗化普及促進事業　（総務課）

（再掲）補助斡旋事業

任
意

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 03 03 01 02 01 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

既存のくみ取り便所等を水洗 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

便所に改造する者に対し、５ ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

戸

R3決算額 R4

田

計画額 R5予算額
計（

市

千円） 事業費 9,11

施

9 0 0
うち一般財源 9

策

,119 0 0

事業の方

評

向性： １現状で継続　

価

２拡大して継続 ３縮小

シ

して継続　　　４他事

ー

業と統合　　　５休止

ト

　　　６その他見直し

作

７令和5年度で終了 ８

成

令和4年度で終了 ９令

日

和3年度で終了

令和 4年 6月30日 作成部局名 環境経


